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平成２８年度第４回行政改革推進委員会概要報告 

（９月２９日開催分） 

 

柏崎市財務部行政改革室 

 

１ 開催日時  平成２８年９月２９日（木） 午後１時３０分から午後４時まで 

２ 場  所  柏崎市役所教育分館３階２０１会議室 

３ 出 席 者  ○推進委員（五十音順） 

石坂委員、小林委員、土田委員、中村委員、村田委員 

○評価対象事業所管課 

 企画政策課 小林課長 

 人権啓発・男女共同参画室 力石室長 

○事務局 

箕輪財務部長、政金行政改革室長、鈴木係長、宮嶋主事 

 

４ 概  要 

８月２５日に開催した第３回行政改革推進委員会において選定した外部評価の対象となる

４事業のうち、２事業について外部評価を行った。 

 

外部評価結果 

※各委員の評価結果及び評価理由は別紙のとおり 

１ 柏崎の魅力発信事業（企画政策課） 

現状維持２、拡充３、縮小０、廃止０ 

 

２ ワーク・ライフ・バランス推進事業（人権啓発・男女共同参画室） 

現状維持２、拡充３、縮小０、廃止０ 

 

５ 委員会の要旨 

⑴ 開会 

⑵ 財務部長あいさつ 

⑶ 議事 

ア 外部評価の実施手順について 

≪行政改革室から説明≫ 

 

イ 外部評価実施 

(ア) 柏崎の魅力発信事業（企画政策課） 

≪企画政策課から事業について説明後、質疑応答≫ 

委  員：  平成２６年度に策定したシティセールス推進計画の計画期間は、何年

間となるのか。 

企画政策課：  推進計画は、計画期間を設定しておらず、おおむね１０年間の中で導

入期、発展期、展開期として、シティセールスを推進していくため、全
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体の概要を示すものである。 

委  員：  今年度に策定する計画とは何か。 

企画政策課：  最初の３年間は導入期であったが、これから発展期に向かっていくた

めの今後５年間の実行計画を策定する。 

委  員：  東京で行われたイベント（大交流会）の来場者の分析、フォローは行

っているのか。イベントに関して、市民に向けた報告書はあるのか。 

企画政策課：  特に報告書というものはないが、広報誌やホームページ、メディア等

を通じて大交流会の情報は周知した。 

委  員：  大交流会は成功であり、初めてのイベントとしては良かった。 

 来場者の情報を収集し、その後のフォローによって今後設立されるフ

ァンクラブの会員となるように進めてほしい。 

企画政策課：  会場に来ていただいた方については、名前等をお伺いし、イベント後

に御礼状を送付し、御礼状の中でファンクラブを周知した。 

 柏崎の出身かどうかまでは伺っていないが、県外の参加者が９割ほど

であり、柏崎からの参加者は１割程度であった。 

委  員：  シティセールスの最終的な目的としては、柏崎への観光誘客かと思う

が、観光客の宿泊等の受入体制や連携は取れているのか。 

企画政策課：  シティセールス推進協議会に観光協会もメンバーとなっている。これ

までは、外に出てイベントを実施することが中心となっていたが、これ

からは、柏崎に呼ぶことに力を入れていかなければいけない。受入体制

やファンクラブ特典での優遇なども含めて検討を進めていきたい。 

委  員：  柏崎に来たはいいが、地酒や地元料理が食べられなかったなど、失望

して帰られることがないようにしていただきたい。 

企画政策課：  推進協議会の中で、観光に来られた方には、地酒や地元のものを振る

舞いたいと考えているが、市内では地元産のものを提供していないとこ

ろも一部あり、今後、改善していく必要がある。 

委  員：  シティセールスとしては、柏崎に人を呼び込むことだけが目的なの

か。ふるさと納税やＵ・Ｉターンに関する取組が見えてこない。 

 大交流会について、市民に周知されているか、関心を持ってもらえて

いるのか疑問である。また、大交流会で経費が増加したが、市が全て負

担するのではなく、協議会に参加している団体からも負担してもらい、

危機感や責任を持ってもらうことも必要ではないか。 

 推進協議会だけでなく、市民全体、町ぐるみで盛り上がっていく取組

となっていくとよい。 

企画政策課：  ふるさと納税については、平成２７年度にリニューアルを行い、平成

２６年度と比べ、納税額は約６倍に伸びた。大交流会においてもＰＲを

行い、イベント参加者からふるさと納税するとの言葉もいただいた。 

 Ｕ・Ｉターンは、外から人を呼ぶ重要な取組として、シティセールス

と関連していると考えており、大交流会の中で、企業誘致のブースを設

けてＰＲ、プレゼンを行った。 

 平成２７年度は、首都圏でのイベントを始め、外向けのＰＲが主とな
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ったが、今後は市民向けのＰＲも充実させ、柏崎を会場とした市民と県

外から来た方との交流を図っていきたい。 

 コスト面について、現在は市が先導し、参加団体から協力してもらう

形となっており、市のみが負担金を出している。しかし、将来的には協

議会の法人化も見据えて、協力団体からの負担も考えていけなければい

けないと考えている。 

委  員：  企業立地推進事業やＵ・Ｉターンなど他の事業との連携は、大交流会

の中で行っていたのか。柏崎に来る人のために空き家の提供なども進め

てほしい。 

企画政策課：  大交流会においては、市内企業のＰＲブースを設置したほか、市長か

らのフロンティアパークのプレゼンを行った。また、企業誘致に向けて

関係企業に案内を送付した。Ｕ・Ｉターンについても、首都圏から柏崎

にＵターンした方から体験談を語っていただいた。今後も、これらの取

組と連携しながら進めていかなければと考えている。 

委  員：  推進協議会の法人化の話があったが、担当する部署がそれらの関連す

る取組を一元的に行うイメージとなるのか。 

企画政策課：  庁内においては、現在、市長をトップとする部長級職員で構成された

シティセールス推進本部会と関係部署の課長で構成されるシティセー

ルス推進委員会があり、全庁をあげて取組を進めている。 

 推進協議会の法人化は、暫く先になるかと思う。 

委  員：  平成２８年度の予算として、平成２７年度と同額が計上されている

が、事業内容としては今後どのような展開となるのか。また、市民向け

の取組は行っていくのか。 

企画政策課：  平成２８年度は、これまで築いてきたネットワークをどうつなげてい

くかということから、柏崎のファンクラブを設立する。また、イベント

としては、昨年度と同様の大々的なものではないが、柏崎での交流会を

計画しており、首都圏についても、柏崎に縁のある方との交流を継続し

ていきたい。 

 市民に対しては、シティセールスについてまだまだなじみが少ないこ

とから、シンボルマークなどを使ってＰＲをしていく。また、市民が主

体となって実施する企画などについても支援していけるような制度を

つくり、市民を巻き込んだ取組としていきたい。 

委  員：  いつも同じ人が関わっていて、同じことをやっているとならないよう

に、商店街の商店に協力を依頼し、店頭にシンボルマークのステッカー

を張ってもらうことなど、まちぐるみで盛り上がるようにしていただき

たい。 

委  員：  市民一人ひとりがシティセールスの意識を高めていくような取組も

非常に効果的かと思う。 

企画政策課：  市としても、市民一人ひとりが、柏崎のセールスパーソンとなること

を目指しており、市外に向けて魅力を発信し、外から人を呼び込んでい

けるように取り組んでいきたい。 
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財務部長：  事業費について補足であるが、平成２８年度の予算が平成２７年度と

ほぼ同額であるが、これは、同規模のイベントを開催するためではなく、

２８年度から任用されたシティセールス推進官の報酬が増えたためで

ある。 

委  員：  市外やシティセールス推進官に対して、柏崎の良い点だけでなく、高

齢化や空き家などの現状をもっと見てもらった上で取組を進めてほし

い。市外にも、市内新聞社の読者がいるため、地元のマスコミと連携し

て、情報を発信してもよいのではないか。地域との連携や空き家の活用

など、互いに相乗効果を生むよう取り組むべきである。 

委  員：  事務事業評価表のコスト欄について、平成２７年度は、大交流会の経

費が増加し、当初予算を超えたと思うが、表からは補正予算等があった

かが読み取れない。 

行革室長：  予算を超えた支出はできないことから、事務事業評価表で示している

予算額は、当初予算に補正予算や予算の流用、予備費の充用を加えた最

終の予算額となっている。 

財務部長：  大交流会については、平成２８年３月の開催であったため、２月議会

が終わった直後であり、議決が必要な補正予算が組めず、支払に対応で

きないことから一般会計の中の予備費を充用するという対応となった。 

 

(イ) ワーク・ライフ・バランス推進事業（人権啓発・男女共同参画室） 

≪人権啓発・男女共同参画室から事業について説明後、質疑応答≫ 

委  員：  事業の対象を中小企業としているが、資本金や従業員数など対象とな

る中小企業の定義は何か。 

参画室長：  従業員数３００人以下の企業を対象としており、資本金等は条件とし

ていない。３００人以下であれば、職員雇用のあるＮＰＯ法人等も対象

となる。 

委  員：  平成２７年度に交付した補助金・奨励金は、セミナーの参加者が交付

を受けたのか。 

参画室長：  セミナーの参加者ではない。 

委  員：  男性の育児休業取得は、なかなか進んでいない現状であると思われ

る。行政は対象となるのか。 

参画室長：  制度の対象は、３００人以下となるため市役所は対象とならないが、

女性活躍推進法が昨年制定され、地方自治体は、女性管理者数など様々

な目標を設けることとなっている。国は、５年後の男性の育児休業取得

目標を１３％としている。なお、全国平均は２％程度である。また、昨

年度には、市の男性職員で初めて育児休業を取得した。 

委  員：  補助金・奨励金の交付件数について、そもそもニーズがないためこの

件数となっているのではないか。男性が生活を支えている家庭において

は、育休を取ることで給料が少なくなるが、奨励金の金額では育休を取

るほどのメリットはない。企業においても、社員の代わりに誰かを雇わ

なければいけないことを考えると、この補助金・奨励金の金額とニーズ
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が一致していないのではないか。 

参画室長：  委員のおっしゃるとおりである。ニーズもあるが、セミナー等で話を

聞くと、母親が産休・育休を取るから男性は取らなくてもいいだろうと

の職場文化が残っており、職場に言い出しにくいとの声が多い。また、

原則無給であるため、経済的な基盤がないと成り立たない。 

 最近は、育児に積極的に関わりたいと考える男性も増えており、育休

への抵抗はないが、男性の育休取得には、業務の見直しや制度を周知す

ることで、職場内の不公平感をなくし、職場文化を変えていく必要があ

る。 

委  員：  大企業であれば、福利厚生がしっかりとしており、社会情勢に対応し

ていけるところが多いが、中小企業としては対応が難しいのではないか

と思う。セミナーは、企業に対して参加者を募り、個人向けに募集して

いるわけでないのか。 

参画室長：  企業等への案内だけでなく、広報誌等で市民に対して周知は行ってお

り、市民の参加も可能だが、働きやすい職場をつくっていくことを考え

ているため、ターゲットとしては、事業主や人事担当者である。 

委  員：  男性に限らず、女性職員も育休を取得した場合、事業主としては痛手

であるが、長く勤めてもらうためには必要なことであり、ワーク・ライ

フ・バランスの考えは重要である。 

委  員：  ワーク・ライフ・バランスについて、市民の認知度が低すぎると思わ

れるが、調査はどのようにしたのか。 

参画室長：  認知度については、無作為抽出した市民２千人を対象にアンケートを

行った結果である。ワーク・ライフ・バランスという言葉自体が日々の

生活の中で使うものではないため、聞いたことはあっても意味までは知

らない方が多い。 

委  員：  事業主の理解を深めていくことと女性の活躍が重要である。女性の方

がワーク・ライフ・バランスについて悩む場面が多い分、理解を得やす

いと考えるため、女性管理職を育成し、増やしていくことが大切である。 

参画室長：  市においては、商業労政課が女性活躍推進事業を始めたところであ

る。女性の活躍やキャリアアップとワーク・ライフ・バランスは切って

離せない問題であり、商業労政課と人権啓発・男女共同参画室で連携し

て進めていく必要がある。 

 育休の期間を延長するとの話もあるが、女性にとってキャリアに影響

があるのではと懸念する声もある。女性自身の考え方も変えていく必要

がある。 

委  員：  介護などの事情により、非正規での仕事しかできず、これまで築いて

きたキャリアが活かせない状況もある。女性が活躍できる社会としてい

ただきたい。 

参画室長：  介護問題においては、親世代に対して子どもの世代は、兄弟の数が少

なく、未婚の方も多い。介護職員の不足も問題となっている。仕事と介

護の両立を考えていくことをテーマとしたセミナーの開催も予定して
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いる。 

委  員：  セミナーについては、企業だけでなく、広報誌等で一般の方の参加も

呼び掛けているとのことだが、参加者はどの程度いるのか。 

参画室長：  一般の方の参加は非常に少ない。ワーク・ライフ・バランスの認知度

の低さが課題となっており、少しずつではあるが、継続して取り組んで

いきたいと考えている。 

 

⑷ その他 

次回、第５回行政改革推進委員会は、第二次行政経営プラン（素案）について、１０月

下旬の開催を予定しており、別途通知する。 

 

６ 閉会 
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平成２８年度第４回行政改革推進委員会概要報告 

（９月３０日開催分） 

 

柏崎市財務部行政改革室 

 

１ 開催日時  平成２８年９月３０日（金） 午前９時３０分から午前１２時まで 

２ 場  所  柏崎市役所教育分館３階２０１会議室 

３ 出 席 者  ○推進委員（五十音順） 

品田委員、高野委員、根立委員、西巻委員、橋本委員 

○評価対象事業所管課 

 企画政策課 小林課長、本間課長代理、山田主任 

 商業労政課 小林課長、田辺課長代理 

○事務局 

箕輪財務部長、政金行政改革室長、鈴木係長、宮嶋主事 

 

４ 概  要 

８月２５日に開催した第３回行政改革推進委員会において選定した外部評価の対象となる

４事業のうち、２事業について外部評価を行った。 

 

外部評価結果 

※各委員の評価結果及び評価理由は別紙のとおり 

１ 鉄道等活性化事業（企画政策課） 

現状維持２、拡充３、縮小０、廃止０ 

 

２ 若年者就労支援事業（商業労政課） 

現状維持４、拡充１、縮小０、廃止０ 

 

５ 委員会の要旨 

⑴ 開会 

⑵ 財務部長あいさつ 

⑶ 議事 

ア 外部評価の実施手順について 

≪行政改革室から説明≫ 

 

イ 外部評価実施 

(ア) 鉄道等活性化事業（企画政策課） 

≪企画政策課から事業について説明後、質疑応答≫ 

委  員：  通勤や通学など普段の生活において駅を利用している人への施策も

充実してほしい。また、東京方面についてはそれほど不便さを感じない

が、柏崎駅を起点とした新潟市などへの県内の移動が不便である。普段

利用する人や県内移動に対する考えを聞きたい。 
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企画政策課：  現在は、割引切符として、しらゆきＷ切符が販売されている。以前は、

更に割引率の高いえちご往復切符があり、市民から復活の要望は多いた

め、復活に向けた要望を行っている。また、ｓｕｉｃａの導入を望む声

も多く、市から要望した結果、導入された。 

委  員：  えちご往復切符は、新幹線も利用でき、とても便利であったため、復

活してほしい。観光に対する施策も重要だが、日常生活に対する施策に

ついても充実してほしい。 

委  員：  長野方面の接続が悪く、不便である。また、冬期間は、強風や雪のた

め遅れや運休となることがあるが、長岡方面の最終であればタクシーに

よるフォローがしてもらえるが、新潟方面はフォローがない。 

 運休時のバス等のフォローや実際に利用する市民の声をアンケート

で吸い上げ、鉄道会社に要望してほしい。 

企画政策課：  これまで利用が多い上越新幹線との接続改善が主であったが、これか

らは利便性の向上と北陸新幹線との接続改善についても検討していき

たい。 

委  員：  第四次総合計画の目標指標として、柏崎駅の乗車人員数を挙げている

が、平成２７年度の目標値が７５万人であるのに対して、実績としては

６５万人である。乗車人員が減少している理由は何か。 

 市民号について、運行することで駅の利用促進につながっているの

か。また、高速バスのバス停には駐車場が整備されているが、柏崎駅に

駐車場は整備されているのか。 

企画政策課：  駅の乗車人員が減少している理由としては、人口減少によるところが

大きいと考えている。また、普段の生活においては、自動車を利用され

る方が多い。ノーマイカーウィークなどで鉄道利用を呼びかけている

が、駅と自宅や職場等との兼ね合いもある。 

 市民号の運行については、観光の要素が強く、即時に鉄道の利用促進

につながるものではないが、利用者からのアンケートの結果では、市民

号の利用を機に鉄道を使っていきたいとの回答もあるため、ある程度の

効果があると考えている。 

 駅駐車場については、駅南口に鉄道会社が整備した有料駐車場か、産

業文化会館前の有料駐車場を利用していただくこととなる。 

委  員：  事業の目的として、鉄道のハード面、ソフト面の利便性向上とあるが、

それぞれ具体的には何を指しているのか。 

企画政策課：  ソフト面は、ダイヤ改正が主となり、長岡駅、上越妙高駅での乗り換

えがスムーズとなるように要望していく。ハード面は、バリアフリー化

の推進など駅の利用のしやすさとなり、改善されて部分もあるが、更な

る向上を目指して、要望していきたい。 

委  員：  口頭で説明のあった事業内容を事務事業評価表に反映してほしい。ま

た、指標として鉄道会社に要望した件数なども記載できるのではない

か。 

委  員：  事業の目的としては、信越線の利便性向上となるかと思うが、市民号
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は高齢者の利用者が多く、信越線は通勤・通学で使う学生等になるため、

事業のターゲットとしてはどうなのか。 

 市民号に使う費用を、鉄道の運行情報が駅に行かないと分からないた

め、市として運行情報の広報や問合せ先を準備することや、市内企業に

対して鉄道利用を促す補助を出すことで駅の利用者を増やし、利便性の

維持につなげていくことができないか。 

企画政策課：  市民号の事業目的としては、普段鉄道利用されない方に対して、鉄道

を使っていただくきっかけ作りとなる。平日に実施する場合は、高齢者

の方が多くなるが、夏休み等の時期であれば親子での参加が多い。これ

から鉄道を使っていく世代に対して、鉄道をアピールできるものと考え

ている。 

 運行情報については、鉄道会社がインターネット上で広報しており、

市が広報することは難しい。 

委  員：  しらゆきＷ切符などの鉄道会社のサービスに対して、市が補助するこ

とは可能か。 

企画政策課：  鉄道会社に確認したことはないが、市が補助することは難しいと考え

る。 

委  員：  市が補助することで、切符の割引率があがれば、柏崎を起点として移

動する人は、利用しやすくなると思う。 

企画政策課：  個人に補助することは難しい。事業としては、ダイヤ改正などより広

い範囲での利便性向上を目指し、鉄道会社に要望していく。 

委  員：  個人的に上越新幹線を利用する場合は、長岡駅まで車で行くことが多

い。また、東京から柏崎に来る人の中には、接続の不便さからか新幹線

で長岡駅まで来てからレンタカーを利用するか、長岡駅周辺で宿を取る

場合もある。柏崎駅の利便性向上と県内２つの新幹線との接続改善を図

っていただきたい。 

企画政策課：  利便性を向上させないと鉄道及び柏崎駅の利用者は増加しない。今後

も地道に要望を続けていく。 

 

 (イ) 若年者就労支援事業（商業労政課） 

≪商業労政課から事業について説明≫ 

委  員：  利用者としては、ひきこもりや心の病、すぐに離職する人など、どう

いった人がどんなニーズを持っての利用するのか。 

商業労政課：  市内の状況として、市内高校・大学卒業者の内定率は、１００％とな

るが、入社後に職場の環境になじめない、仕事についていけない、考え

ていたものと違うといった理由で早期離職に追い込まれる方がいる。仕

事の向き・不向きもあり、人と職場のミスマッチから体調を崩す方もい

る。どういった仕事がいいのか、本人や親の希望、不安なども含めた相

談ニーズが多い。精神的・肉体的な病にある程度理解のある企業とのマ

ッチングと、そういった企業を増やすために直接こちらから企業に出向

いて、雇用の場の創出につなげている。 
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委  員：  仕事を紹介することも重要だが、職場体験や中間的就労がないと早期

離職を繰り返す可能性もあり、個人の適正を見つけられる能力開発やサ

ポートも必要である。生活困窮者自立支援事業などの支援制度を利用す

ることは可能なのか。 

商業労政課：  相談内容によっては、様々な支援制度を利用してというケースもあ

る。現在の相談員は、金融機関の出身者と専門的な視点からキャリアコ

ンサル、産業カウンセラー、教員資格等のいずれかの資格を持つ方に委

託している。 

 また、相談だけでなく、年３回から５回程度であるが、自己分析や履

歴書の書き方、面接などのスキルアップを目的としたセミナーを開催し

ている。そちらも充実させていきたいと考えている。 

委  員：  職場定着率の向上を目的とした活動も行っているが、その現状把握は

どう行っているのか。 

商業労政課：  若者全体を対象としてはいるが、ハローワークに自分で行ける人を除

く、限定的な事業でもある。就職後の状況確認は、望まない方も多いた

め、こちらからは積極的な連絡やアドバイスは行わないが、後ほど、状

況報告に来るなど相談者に任せている。 

委  員：  事業の内容として、仕事を紹介するだけではないため、事業の所管課

が違うのではないか。 

商業労政課：  相談内容によっては福祉的な面もあるが、若者を対象とした就労促進

であり、商業労政課が担当をしている。 

委  員：  活動の実態としては、対象者を掘り起こすことはせず、相談に来た人

の対応を重点としているのか。 

商業労政課：  あくまでも来られた方に対するサポートが主である。本人ではなく、

近所の方からの相談もあるが、こちらから本人に対して連絡はせず、近

所の方を介して本人から施設に来ていただく。また、保健師からの掘り

起こしもあるが、就職へのプレッシャーを与えるものではなく、外に出

るきっかけとして、いずれは就労につなげる相談窓口になれればと考え

ている。 

委  員：  どの年齢層の利用が多いのか。 

商業労政課：  ２０から３０代の仕事とのミスマッチにより離職する年代の方の利

用が多い。男女比は半々である。 

委  員：  ハローワークでも同様の支援・事業をしていると思うが、二重行政と

なっていないか。また、民間で同様のサービス提供はないか。 

 リピーターもいるとのことだが、月１００件の相談のうち、利用者の

実人数としてはどの程度か。 

商業労政課：  柏崎地域においては、民間事業者でのサービス提供がないため市が行

っている部分もある。 

委  員：  事業を行うのであれば、最初から最後までサポートする規模の大きな

事業とするか、二重行政となっているのであれば、市として実施する必

要はないのではないか。費用対効果としてはどうなのか。 
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商業労政課：  重複している部分もあるかもしれないが、ハローワークはあくまでも

職に関する相談であり、本事業は、キャリアアップやワーク・ライフ・

バランスを踏まえた相談となる。必ずしも職をあっせんするものではな

い。 

 長期間相談に来る方もいるが、実際の相談人数としては月２０から３

０人程度と思われる。費用対効果としては、相談件数が減れば、事業の

効果があったと言えるが、類似の機能を持つ施設が柏崎にないため、必

要不可欠な事業であると考えている。 

委  員：  今後、ママワークに関する相談も行うとのことだが、どのような内容

となるのか。また、コストは増加するのか。 

商業労政課：  子どもを持つ母親が気楽に相談できる場を提供することが一つの目

的である。ママワークを始めることでコストの増加はない。 

 事業コストについては、相談員の委託料と非常勤職員の賃金、施設の

設置場所であるフォンジェの借上料、セミナー講師の報酬があるが、イ

ベント等は開催していないため、最低限のものとなっている。 

委  員：  平成２９年度から相談員の増員を見込んでいるが、増員理由は何か。 

商業労政課：  現在いる非常勤職員を、相談員と同じく委託としたいものである。 

委  員：  柏崎の人口から考え、潜在的に対象となる人数の把握などはできる

か。また、協力企業などの確保が重要かと思うが、現在はどの程度の協

力企業があるのか。 

商業労政課：  潜在者について、保健師からの掘り起こしが多く、商業労政課では具

体的な数の把握は行っていない。また、協力企業についても数は把握し

ていない。 

委  員：  月１００件の相談があるとのことだが、若年者の相談のみか。セミナ

ーや内職相談の人数も入っているのか。 

商業労政課：  若年者の相談件数のみである。 

 

⑷ その他 

次回、第５回行政改革推進委員会は、第二次行政経営プラン（素案）について、１０月

下旬の開催を予定しており、別途通知する。 

 

６ 閉会 


